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定 例 会 議 会 議 録

開 催 日 時 令和７年２月12日（水）午前10時00分 ～ 午後11時50分

開 催 場 所 特別会議室、公安委員会室

区 分 主 管 部『 全 体 会 議 』 議 題 ・ 要 旨

警 務 部【報 告 事項 】 １ 令和７年度組織機構改編の概要について

大綱１点目は「匿名・流動型犯罪グループに係る総合対策の

推進」に係る体制の整備である。１つ目は、匿名・流動型犯罪

グループの関与が疑われるリフォーム詐欺等の相談が増加して

いる現状を踏まえ、生活環境課の生活経済事犯捜査係及び環境

犯罪対策係を統合し 「生活経済特別捜査第一・第二係」を新設、

するものである。２点目は、組織犯罪対策第一課の体制強化で

ある。警察署への事件指導を行う「事件指導係」を新設すると

ともに、実態解明班である組織犯罪対策係と捜査の実働である

暴力特別捜査隊を一体で運用できるよう、指揮系統を見直すも

のである。３点目は外国人対策として、外国人による組織的な

金属窃盗やドラッグストア等における大量万引き事件の対策と

して、捜査第三課の組織窃盗犯係を増員するほか、組織犯罪対

策第二課通訳センターの実働体制を強化する。

大綱２点目は 「特殊詐欺とＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の根、

絶に向けた総合対策の推進及び犯罪抑止総合対策」に係る体制

の強化である。１つ目は、急増する特殊詐欺やＳＮＳ型投資・

ロマンス詐欺の被害抑止対策の強化であり、生活安全企画課の

は、巡回連絡専従犯罪抑止対策係を増員する。さらに地域課に

「 ． ． ． ．（ ）」担当係である Ｃ Ｐ Ｓ Ｔ Clime Prevention Support Team
を新設し、再任用職員等を配置して、巡回連絡を通じた防犯指

。 、 、導・広報を集中的に行わせることとする また ２つ目として

組織犯罪対策第一課特殊詐欺対策室の特殊詐欺捜査係と特殊詐

欺連合捜査係をそれぞれ増員し、捜査体制も強化する。

、「 」大綱３点目は サイバー空間の脅威に対する総合対策の推進

に係る体制の整備である。警察署や他部門へのサイバー捜査の

支援体制を強化するため、サイバー犯罪対策課のサイバー犯罪

「 」事件指導係とサイバー犯罪解析係を統合して サイバー支援係

に再編し体制を増強する。

大綱４点目は 「県民に不安を与える犯罪の徹底検挙」に関す、

る体制整備である。まず1つ目は、重要犯罪事件や長期未解決事

件の検挙に向けた捜査指揮体制を強化するため、捜査第一課の

強行犯第三係の巡査部長を警部補に振り替えることとする。２

つ目は、来年度、参院選や宮城県知事選、仙台市長選等を控え

る「選挙の年」であることから、警察署等に対する指導体制を

強化するため、捜査第二課の企画指導係に１人増員するもので

ある。

大綱５点目は 「交通死亡事故の抑止と飲酒運転の根絶」に、

関する体制の整備であり、その１つ目は交通事故捜査の指導体

制の強化である。交通指導課に交通事故事件捜査指導官を配置

し交通事故捜査係に課長補佐を新設して指揮体制を強化する。

２つ目は、自転車や電動キックボード等の小型モビリティ対策

の強化であり、交通指導課交通指導取締係の体制を強化するこ

ととする。３つ目は運転免許課関係で、これは、警察庁が「運

転適性相談」の文言を「安全運転相談」に変更したことを踏ま

え係の改称を行い、合わせて指揮体制の高度化を図るため、課

長補佐を事務職員から警部に変更する。４つ目は高速隊の分駐
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隊の再編で、昨年警察庁が分駐隊の編成基準を見直したことを

踏まえ、分駐隊の在り方を再検討し、川崎分駐隊を廃止するほ

か、石巻分駐隊と気仙沼分駐隊を一体で運用することとした。

大綱６点目は 「警戒の空白を生じさせないための組織基盤、

の強化」についてである。１つ目は栗原警察署の新設、２つ目

は、既に総務部及び警務部で運用している庶務・管理係の集約

であり、試行により合理化が図られていることから、これを地

域部に拡大するものである。３つ目は既に河北警察署及び南三

陸警察署で導入している警務会計課の拡大であるが、小さい警

察署の警務課と会計課を統合して一体で運用するものであり、

今年度試行した結果、超過勤務の縮減等に効果が認められたた

め、登米警察署、加美警察署及び亘理警察署でも導入すること

としたものである。４つ目は、日勤制交番の導入で、先般交番

・駐在所の最適化に係る基本的な考え方で御説明させていただ

いたとおり、新たに５警察署８交番で導入することとする。

委 員：川崎分駐隊が廃止されるということだが、川崎方

面の事案については本隊の方でカバーできるとい

う認識でよろしいか。

警務部長：そのとおりである。全国的に高速道路交通警察隊

については体制の見直しが図られており、業務の

状況を見て今後も検討することになる。

警 務 部２ 栗原警察署開署に伴う関係行事の概要について

栗原警察署内覧会及び開署式の概要について、本部長等の内

覧は令和７年３月17日（月）に実施する予定であり、内覧会は

３月18日（火）に各関係者をお招きして開催する予定である。

招待者は100人規模になるため、なるべくお待たせしないようお

集まりいただく時間と人員を３つに分けた上、さらにグループ

分けして順次内覧していただくこととしている。

（ ）、 （ ）業務開始式については３月21日 金 開署式は３月25日 火

を予定しており、合計50人をお招きして開催する予定である。

開署式はテープカットセレモニーから始まり、警察本部長の式

辞、各来賓からの祝辞等を予定している。

警 務 部３ 令和６年度警察官・一般職員採用試験実施結果について

実施結果は、警察官Ａ・Ｂについては受験者数が432人と昨

年度より94人減少し、競争倍率も2.5倍と昨年度から1.3ポイン

ト減少した。減少の内訳は警察官Ａの受験者が66人、警察官Ｂ

が28人であり割合的には警察官Ａの受験者が多く減っている。

また、選考考査のサイバー捜査官は適格者なしとなっている。

一般職員については、警察事務の定期試験に加え、心理カウ

ンセラー、犯罪鑑識技術員等４種類の選考考査を実施したとこ

ろ、警察事務の最終合格者は22人（うち就職氷河期の試験区分

で６人 、選考考査は、犯罪鑑識技術員（化学）２人が最終合）

格しているが、その他の区分は適格者なしとなっている。

「過去10年間の警察官採用試験受験状況」としては一番低い

倍率となっており、採用情勢が非常に厳しくなっている状況で

ある。特に今年度の競争倍率は、本年の春に退職された方が多

く、就職適齢人口が減っている状況が倍率が低い要因となって

いるということと、そもそも警察官等を志望される方が少なく

なってきているというのは否めないところである。来年度は警

察官の定数も増える予定であり、この危機的状況を打破するた

めに様々な取組を新たに行ってまいりたいと考えている。
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具体的方策の１点目は 「幹部職員からのメッセージ等の掲、

載」であり、受験者が採用されてからの経歴や経験などをイメ

ージしやすいよう、幹部８名のメッセージなどを県警ホームペ

ージの採用サイトに掲載するものである。２点目は 「ＳＮＳ、

広告の導入」であり、 と に業者作成の15秒YouTube Instagram
程度の警察官募集ＣＭ動画を流し、無関心層への取り込みの効

果を期待するものである。３点目は「身体検査の全額公費化」

であり、これまで第１次試験合格者を対象に受験者負担で提出

させていた胸部Ｘ線検査を含む「健康診断書」について、令和

７年度試験では、全額公費負担にすることにしている。

受験者数・採用倍率の低下は本県のみならず全国的な課題と

なっており、各県試行錯誤をして取り組んでいる状況であるこ

とから、他県において効果がある施策については積極的に取り

入れていきたいと考えている。

委 員：若い方からすると住む場所や費用が心配になるこ

とが多いと思うが、仙台以外にも警察の寮などは

あるのか。

警務部長：例えば鳴子署は、署の官舎ではなく、食事や温泉

つきの地元の温泉旅館に下宿したりする方もいる

が、自分でアパートを借りたりする方もいる。寮

に住んで安く抑えたい人がいる一方で、職場の人

と四六時中一緒にはいるのは避けたいという方も

おり、様々である。

委 員：他の業界でも同じような情勢で毎年採用倍率が低

くなっている。課題となっているのは採用する人

たちだけではなく、それを育てる過程で辞めてし

、 。まう方が多いことであるが 警察の方はいかがか

警務部長：警察学校でお辞めになる方というのは一定数いる

、 。 、が 以前と比べると少なくなってきている ただ

自己都合でお辞めになる方は年代を問わずいて、

最近は育児・介護やメンタル面の不調となった場

合でも組織に残れるよう色々な手当などの制度は

構築されているが、やはり民間の方がいいと転職

される方も若手中心にいるため、より働きやすい

魅力ある職場となるようプロジェクトチーム作っ

たりして議論しながら取り入れていきたい。

生活安全部４ 特殊詐欺等対策について（令和６年）

組織犯罪対策局○ 生活安全部

令和６年中における特殊詐欺の認知件数は374件で前年比22件

の増加、被害額は約15億7,222万円で前年比約５億9,744万円の

増加となっている。

特徴としては、昨年の高齢者被害件数は、前年比で約14.6％

減少したものの全体の約47.3％を占め 被害額は全体の約78.7％、

を占めており、依然として高い水準で推移している。手口別で

最も被害が増加したのがオレオレ詐欺で、認知件数が108件で前

年比76件の増加 被害額が約12億212万円で前年比約10億8,174万、

円の増加となっている。また、認知件数が最も多かった架空料

金請求詐欺は、認知件数が188件で前年比17件の増加となった

被害防止対策としては、固定電話対策として、

・高齢者世帯に対する戸別訪問による直接的な広報

・特殊詐欺電話撃退装置等補助金交付事業及び同撃退装置の貸

出事業
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を実施している。補助金交付事業については、今年度900件分の

予算で実施し、昨年６月から10月までの約５か月間で申請件数

が補助予定件数に達したことから、受付を終了している。

また、いわゆる闇バイト対策として、昨年４月に県内の21大

学等と「学生を犯罪から守るための相互協力に関する協定」を

締結するとともに、同年11月には、協定を締結した大学の教職

員等を対象とした研修会を実施するなど、犯罪に加担させない

取組を強化しているところである。

令和６年度におけるＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の認知件数

は、合計で212件で前年比108件の増加、被害額は約16億4,287万

。 、円で前年比約６億6,714万円の増加となっている 特徴としては

被害者の年齢層が20代から80代までと幅広く、ＳＮＳ型投資詐

欺では60代が全体の約30パーセント、ＳＮＳ型ロマンス詐欺で

。 、は50代が約31パーセントとなっている 被害防止対策としては

ＳＮＳである やＸのほか、 等を活用したイInstagram YouTube
ンターネット上における幅広い広報を強化しており 「みやぎ防、

犯広報大使」の「ほやドル萌江さん」出演による注意喚起動画

や、犯行の手口を説明する動画を掲載するなどの広報を実施し

ている。なお、いわゆる「闇バイト」対策として、ＳＮＳ上に

掲載された当該投稿を自動で検索するシステムを活用して発見

し、リプライ機能を通じた警告を実施しているほか、サイバー

防犯ボランティアに対しても、当該投稿の発見や警察への通報

等を依頼するなどして、犯罪の実行者を生まないための対策を

強化している。

今後も、関係機関・団体等とより一層連携を図り、被害防止

対策に取り組んでまいりたい。

○ 組織犯罪対策局

、 、令和６年の特殊詐欺の検挙状況については 検挙件数は90件

検挙人員は65人となっている。

特徴としては、検挙件数は前年比－16件と減少したものの、

検挙人員は前年比＋25人と増加し、平成16年の統計開始以降で

過去最多を記録したことなどが挙げられる。主な検挙事件であ

る「仙台市内を拠点とする匿名・流動型犯罪グループによる偽

ウェブサイト利用の特殊詐欺事件」では、昨年６月、仙台市内

の複数の犯行拠点を捜索するとともに、刑法犯の詐欺罪よりも

処罰が重い、組織的犯罪処罰法の組織的詐欺罪を県内初で適用

し、被疑者31名を検挙し、現在も継続捜査中となっている。な

お、昨年中の当県における拠点摘発件数は４件であり、この数

は大阪・警視庁に次ぐ全国第３位の実績となっている。

検挙対策については、予兆電話や被害発生時の初動捜査やだ

まされた振り作戦を徹底し、被害の未然防止と早期検挙を図る

とともに、犯行組織に実質的な打撃を与え壊滅へと追い込むた

め、あらゆる法令を適用した中枢被疑者の徹底検挙、犯罪組織

からの犯罪収益の剝奪に向けた起訴前没収保全、課税通報措置

に取り組んでいる。また、預貯金口座の不正売買等のいわゆる

助長犯罪の検挙や犯行に使用された電話の利用制限措置等、犯

行ツール対策にも取り組んでいる。

令和６年のＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺については、検挙件

数が１件、検挙人員が１人であり、これは県内初の検挙で、警

視庁等１都４県の合同捜査により 「ＬＩＮＥを利用したＦＸ投、

」 。資名下の特殊詐欺事件 で首魁被疑者以下８名を検挙している

検挙対策及び犯行ツール対策としては、犯行に使われたＳＮＳ

アカウントの利用停止要請、預貯金口座及び暗号資産等の追跡

捜査を徹底するとともに、全国警察との情報共有、合・共同捜
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査等により犯行組織の実態解明及び上部突き上げ捜査に取り組

んでいる。

以上のとおり被害抑止と検挙の両輪で様々な取組を推進して

いるところであるが、今後も引き続き特殊詐欺の撲滅に向けて

全力で取り組んでまいりたい。

委 員：一般的に考えてありえないような詐欺が成り立つ

背景とは何なのか。

生活安全部長：この種の詐欺の特徴としては、まずはその人を信

用させる、ということである。例えば著名人の名

前を利用するなどして、ある程度お金も払い出し

すような形で、最終的には全額だまし取る手口で

。 、ある 今後も手口を変えて色々出てくると思われ

その都度広報啓発活動を増やす活動を展開してい

きたい。

地 域 部５ 電話リレーサービスにおける「文字表示電話サービス」の運

用開始について

従来の電話リレーサービスとは、聴覚障害者等による電話利

用の円滑化に関する法律に基づき、総務大臣により電話リレー

サービス提供機関として指定された者が提供するサービスであ

り、具体的には、聴覚、言語機能又は音声機能の障害のため、

音声言語により意思疎通を図ることに障害がある方と障害のな

い方との間に通訳オペレータを介することにより電話での意思

疎通を可能にするサービスであり、令和３年７月１日から全国

一斉に開始されたものである。なお、電話リレーサービス提供

機関は、一般財団法人日本財団電話リレーサービスであり、そ

、 、の下に 実際にオペレータを介して電話を接続する機関として

株式会社日本緊急通報サービス（通称「 （ヘルプネHELP NET
ット ）が属している。）」

利用方法としては、利用者が事前に日本財団電話リレーサー

ビスが提供するアプリをスマートフォンにダウンロードする必

要がある。実際に通話する際は、アプリを介して電話を架ける

と通訳オペレータとテレビ電話形式で繋がり、手話や筆談で通

話内容を伝達すると、オペレータが音声で通話相手へ通話内容

を伝達し、通話相手からの返答は通訳オペレータがテレビ電話

にて手話又は文字チャットで利用者に伝達する、という流れで

ある。

今回新たにサービスが開始された「ヨメテル」は、電話リレ

ーサービスと同様、日本財団電話リレーサービスが提供してい

るもので、従来の電話リレーサービスのサービスや利用者を更

に拡大させたものになり、難聴者や中途失聴者など電話で相手

からの声が聞こえにくい方が自身の声で直接相手先に電話をか

け、相手からの返答については、相手からの音声に加えてオペ

レータ又はＡＩの自動認識によって入力された文字がスマート

フォンの画面に文字で表示され認識できるという新サービスで

、 。あり 本年１月23日から全国一斉にサービスが開始されている

ヨメテルのサービス利用方法については、利用者は、電話リレ

ーサービスと同様、事前に日本財団電話リレーサービスが提供

する「ヨメテル」のアプリをスマートフォンにダウンロードす

る必要があり、その後サービスを実際に利用する際は、利用者

が自身の声で直接相手先に電話を架け、相手からの返答をオペ

レータやＡＩが文字起こしした文字で認識するという流れにな

っている。なお、相手からの返答の文字起こしについては、一
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般の通話であればＡＩの自動認識で表示されるが、110番などの

緊急電話については、ＡＩではなくオペレータが手入力で打ち

込むこととなっており、正確性を増した運用となっている。

日本財団では、これら電話リレーサービスの利用者数につい

て、電話リレーサービスは障害者手帳保持者である約34万人、

ヨメテルは、障害者手帳保持者を含め、聞こえに障害を持って

いる方約1,320万人と見込んでおり、ヨメテルの利用対象となる

聞こえに障害を持っている方は、国民の10人に１人に達する。

そのため110番通報を担う地域部としては、電話リレーサービス

及びヨメテルによる110番通報について県民に広く広報するため

既にマスコミ各社に対してお知らせを発出しており、既に複数

のメディアがテレビやネットニュースで報じられているところ

である。

このようなサービスを利用してなされる110番通報に対して、

迅速・的確に対応できるよう110番を受理する通信指令課員の技

能向上を図っており、加えて、このような通報に基づいて現場

臨場した際には、通報者等関係者とは筆談による意思疎通が予

想されることから、現場臨場する警察官に対し、電話リレーサ

ービス又はヨメテルからの通報では現場における事情聴取は筆

談となる旨を指令し、現場対応が丁寧且つ親切になされるよう

徹底を図っているところである。

委 員：既に発生した110番通報の事例などはあるのか。

地域部長：ヨメテルに関してはまだ始まったばかりで今のと

ころなないが、その前身である電話リレーサービ

スでは、令和３年に１件、令和４年に２件、令和

５年は無く、令和６年は１件であった。

『 個 別 審 議 等 会 議 』区 分

総 務 課【決 裁 事項 】 １ 宮城県公安委員会聴聞及び弁明の機会の付与に関する規則の

一部改正について

警 務 課２ 職員派遣に伴う知事に対する協議について

交通企画課３ 飲酒運転根絶活動推進委員の新規委嘱の上申について

運転免許課４ 道路交通法の規定に基づく意見の聴取等

交通企画課【報 告 事項 】 １ 令和６年中における飲酒運転根絶活動推進委員の活動状況に

ついて

警 備 課２ 公安条例許可申請について（令和７年１月分）

警 備 課３ 小型無人機等の飛行に関する通報について 令和７年１月分（ ）


